
  

令和７年度奈良県内部統制評価報告書審査意見書 
 

 

 「奈良県監査基準」に準拠し、地方自治法第 150 条第５項の規定により、

同条第４項に規定する報告書の審査を行ったので、次のとおり意見を付する。  
令和８年９月１日  

奈良県監査委員  �井 昭彦 
同        井上 圭吾 
同        佐藤 光紀 

同        斎藤 有紀  
１ 審査の対象 
  「令和７年度 奈良県内部統制評価報告書」  
２ 審査の着眼点 
  監査委員による令和７年度奈良県内部統制評価報告書の審査は、奈良県

知事が作成した内部統制評価報告書について、監査委員が確認した内部統

制の整備状況及び運用状況、評価に係る資料並びに監査委員が行うその他

の監査、検査、審査等によって得られた知見に基づき、奈良県知事による

評価が評価手続に沿って適切に実施されたか、内部統制の不備について重

大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われているかといった観点か

ら検討を行い審査するものである。  
３ 審査の実施内容 
  令和７年度奈良県内部統制評価報告書について、奈良県知事及び内部統

制評価部局から報告を受け、「奈良県監査基準」に準拠し、「地方公共団

体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成 31 年３月（令

和６年３月改定）総務省）の「Ⅴ 監査委員による内部統制評価報告書の

審査」に基づき、必要に応じて関係部局に説明を求めた上で、審査を行っ

た。また、その他の監査等において得られた知見を利用した。  
４ 審査の結果 
  令和７年度奈良県内部統制評価報告書について、上記のとおり審査した

限りにおいて、評価手続及び評価結果に係る記載は相当である。  
５ 備考 
  審査の結果は上記のとおりであるが、監査委員としての意見を次のとお

り付記する。 



  

本県の内部統制は概ね有効に機能していると認められるものの、財務に

関する事務（支出、契約など）や、適正な管理及び執行を確保する必要の

ある事務（文書管理、人事管理、情報管理、公用車の安全な運行など）に

おける運用上の不備が、令和７年度も一定数報告されている。また、定期

監査においても、支出負担行為の遅延や二重払いなど不適切な事務の執行

が散見される。加えて、急速に普及するＡＩの活用などにともない、新た

なリスクの発生も今後危惧されるところである。 

こうしたことを踏まえ、各所属におけるリスク対応策の実効性を高め、

適正な事務の執行に努めるとともに、時代の趨勢に合わせた制度の点検、

改善を継続的に進められたい。 

 


